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イギリス環境法研究序説
一1974年 汚染規制法 の検討 一
飯 塚 和 之
1は じめ に
公害問題の先駆的業績であるr恐 るべき公害』の著者達は,公 害の歴史は資
本主義 の歴史でもあった,と の視点か ら,「公害の政治経済学」の分析を,イ
じつ
ギ リスの公害の歴史か ら始めている。産業革命以後の資本の集中集積による都
市 ・公害問題の発生は,イ ギ リス資本主義の必然の産物であった。 しか し,問
題が深刻であったために,そ の対策 もまた,イ ギリスにおいて最 も早 くか ら始
め られている。19世 紀の半ば以降,1848年 公衆衛生法,1863年 アルカリ工場等
法,1875年 公衆衛生法,1876年 河川(汚 染防止)法 等の立法が続いている。
また,.自 然環境保護 の 分 野 で も,今 日,有 名 な ナショナル ・トラス ト
(Natioぬa1TrustforPlacesofHistoricInterestorNaturalBeauty)の
創立は,1895年 であった。公衆衛生問題の対策にその源を発する汚染防止対策
の系譜 と自然保護の系譜は1そ の目的や理念,あ るいは推進勢力において必ら
ず しも一致 していたわけではない。けれども,こ の二つの領域は,環 境問題の
主要な考察対象とな り,そ の法的反映 とLて 形成されたのが環境法の領域であ
る。
ところで,我 が国の環境 ・公害法研究は,現 実に生起する深刻な被害の救済
ゆ
を緊急 の課題 としたた あに,一 部 の例外 を除 いて,従 来 の外 国法研究先行型 の
研究史 を辿 らなか った,と 言 え よ う。 しか し,最 近 にな っで,い くつかの共同
原稿受領日1979年9月4日
(1)庄 司光 ・宮本憲一 『恐 るべき公害』q964年)138頁 以下。
(2)沢 井 裕 『公害の私法的研究』(1969年),河 合義和 『公害法体系一法と行政の接点』
(1970年)な ど。
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でおひ「研究を含めて
,比 較環境`公 害法の研究が活発化 している。本稿も,環 境法研
究の一環 として,イ ギ リスに素材を求めその序説的研究を 目的とするものであ
る。 もっ とも,本 稿は,今 後 の研究 を進 める端緒 と して,環 境 汚染規制 の根本
法 である1974年 汚染規制 法(ControlofPollutionAct1974)の検討を課題
とす る。 しか し,そ の前に,イ ギ リス環境法 の枠組みを理解するために,そ の
概観を見てお くことにしたい。
Hイ ギ リス環境法の概観
環境法の対象をどの ように限定するかは,重 要な研究課題の一つである。イ
　
ギ リスでは,こ れを直接,論 じた研究は見当 らない。 ここで は,さ しあた り,
汚染規制に関する法の領域および自然環境保護に関する法の領域を環境法の対
象としておく。.なお,立 地鏡制の根本法となる都市 ・農村計画法(Townand
CountryPlanpiηgAt)に 基づ く計画法制が環境保護に果す役割は重大である
じらう
が,こ こでは,一 応,別 の領 域 と してお く。
じ　ひ
1汚 染規制法制
汚染規制は,コ モソ ・ローと制定法の諸規定により行なわれる。民事上の救
(3)金 沢 良雄 教 授 を 中心 とす る比 較 環境 法 研 究委 員 会 の 共 同研 究 『季 刊 環 境研 究 』18号
(1977年),23号(1979年),加藤 一 郎 編 『外 国 の公 害 法.(上 ・下)』(1978年),都 留 重
人 編 『世 界 の 公 害地 図(下)』 の 第V章 「諸 外 国 の 環 境 法制 」(1977年)な ど。 そ れ ぞ
れ,外 国 環 境 ・公害 法 研 究 の 意 義 ・目標 等 が 総論 部 分 で 述 べ られ て い る。 本稿 で は,こ
れ らの点 は 省 略 され て い る。 今 後 の研 究 のな か で 明 らか に す る こ とに した い。
(4)環 境 法 研 究 の 唯一 の体 系 的 著 作 で あ るD.A.Bigham,7▼加 五αω απ4・44協 班
s彦7σだoπ1～ θZα'力¢8彦o・P70彦60'ゴoπo!'乃 θ β2zz雇70π〃z87¢',(1973)andS%ρ ρ」θηzθ"'
(1975)は,汚 染 規 制,自 然 保護 に加 えて工 業,農 林 業,鉱 業,運 輸 な ども環 境 に 影 響
を 与え る分野 と して 扱 って い る。 本 書 の 紹 介 として,拙 稿 「A・ ビ ッガ ム 『環 境 保 護 に
関す る法 と行 政 』(外 国 文献 紹 介 」r法 の科 学 』3号237頁(1975年)が あ る。
『(5)計 画 法 制 の 詳 細 を 検 討す る余裕 は ない
。 さ しあ た り,SirDesmondHeap,4π
0%薦 〃θo∫PJα ππ伽8Lσ ω(7thed.,1978)およびサ ∴ ・デ ズモ ン ド ・ヒ ープ(聞
き手 成 田 頼 明 ・堀 部 政 男)「 イ ギ リス の都市 計 画 法 制 を 語 る」rジ ュ リス ト』620号14頁
(1976年)参 照 。
(6)イ ギ リス汚 染 規 制 法0体 系 的著 作 と して,工McLoughlin,丁 加Lσ ωR61α`勿g'o
」Po〃%認o%,(1972),do.丁 乃θ 」乙αzσα〃dP7ご τcあoθ11～θ」αあπ9渉ojPoJJ%'602zCoπ'70」、
伽 魏2ひ η髭θ4K勿8F40辮,(1976)が あ る。 後 者 は,EC諸 国 の汚 染 規 制 法 制 の 比較
・研 究 の た め の シ リーズ の1巻 であ る。
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済 は1,コ モ ソ ・ ロ ー 上 の 不 法 行 為 訴 訟 に よ る 。 ト レ ス パ ス(trespassう,ニ ュ ー
サ ソス(nuisance),ラ イ ラ ソ ズ 対 フ レ ッ チ ャ ー 事 件 の 準 則(Therulein
エ　う
Rylandsv.Fletcher),ネグリジェ ソス(negligence)な どがそ れで ある。特
に ニューサ ソスは,ー コモ ソ ・ロー上 の 犯罪 とな る 公的 ニュ ーサ ソス(public
nu量sance)と 不法行 為 となる私的 ニューサ ソス(privatenuisance)に わかれ
る。民事上 の救 済方法 と しては,損 害賠償,差 止命令,.また,ニ ューサ ソスに
ついて のみ,自 力救済 と して のニューサ ソスの除去(abate皿entofnuisance)
が認め られ る。 これ らは,個 人の権利,利 益 の保護 には役立つが,汚 染規制の
エ　コ
手段 と しては,不 十分であ る。
これ に対 して,制 定法(お よび,そ れに基 づ く規則(regulat⑩n),条 例
(bye-1aw),回 状(circular)な ど)の 体 系が存在す る。そ の対 象は,汚 染 の
原 因に応 じて,異 なるが,汚 染防止 の達成 のた めに,罰 金 ・拘禁 の刑事上 のサ
ソクシ ョンを もって,一 定の行為 を強制す る。規制は,責 任 当局 の権限の範囲
で行 なわれ,制 定法上 の犯罰 は,通 常は,.治安判事裁判所(1nagistrateざcourt)
へ の訴追に よ り処罰 される。 なお,環 境問題担 当の中央官庁 として,1970年 に
環境省(Dφ 。・t皿。nt。fEnvi・ 。n皿。nt)が 設置 されてい親
ごエゆ
2自 然環境保護法制
この分野は,制 定法に よる規制が中心となる。関連立法を例示すれば,次 の
よ うになる(制 定法名は,紙 幅の都合上,原 文とする)。 保全地域(Conser
⑦ そ れ ぞ れ,イ ギ リス不 法 行 為 の重 要 類 型 で あ る。 相 互 の 関 係 につ い ての必 読 文 献 と し
て,Newark,"TheBoundariesofNuisance",65五.(λR.480(1949).邦語 文献
では,特 に ニ ュ ーサ ン スに つ い て,戒 能通 孝 「権 利 濫 用 とニ ュー サ ン ス」『法 律 時報 』
25巻2号(1953年),矢頭 敏也 「英 米法 に おけ る ニ ュ ーサ ソ ス 研 究 へ の 序 説(1,2)」
r早 稲 田 法学 』31巻3・4冊,32巻1・2冊(1956,7年),植林弘 「プ ライタ イ ト ・ニ ュ ーサ
ソ ス」 加藤 編r前 掲 書(上)』269頁,竹 内保 雄 「パ ブ リッ ク ・ニ ュ ーサ ソ ス」 加藤 編
『前 掲 書(上)』305頁 な ど,ま た1厳 格 責 任 の 先例 とな った ラ イ ラ ンニズ事 件 に つ い て
は,富 井 利 安 「厳 格 責 任(1)」 『英米 判 例百 選 皿私 法 』32頁(1978年)参 照。
(8)こ の点 は,多 くの論 文 の 一 致 す る とこ ろで あ る。 特 に,私 権 の 経 済 学的 分 析 を通 し
て,私 法 の役 割 と限 界 を 論 じた イ ギ リス 人 の研 究 に,A.1.OgusandG.M.Richa・
rdson,"TheRoleofPrivateLawintheProtectionofPollutionVictims",
Rσ う¢」3Z40(1976)449が あ る。
(9)SecretaryofStatefortheEnvironmentOrder1970,S.1.1970No.1681.
⑩cf.Bigham,oρ.`げ'.,chapters3,12,13,14,15.
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vatiQ且Areas)の 設 定 に 関 す るCivicAmenitiesAct1967,特別 自 然 美 観 地
域(AreasofOutstandingNaturalBea亡ty)の特 定 に 関 す るTownand
CountryPlann量ng(LandscapeAreasSpecialDeveloplnent)Order,1950
(S.U950Nα729),国 立 公 園(NationalParks)の指 定 セこ関 す るNational
ParksandAgcesstoCountrysideAct1949(同法 は,』 自 然 保 存 地(Nature
Reserves)の 創 設 に も 関 わ る),グ リ ー ソ ・ベ ル ト地 域(GreenBeltAreas)
の 創 設 に 関 す るGreanBelt(LondonandHolneCounties)Act1938,さ
らに は,特 別 科 学 対 象 地 域(AreasofSpecialScientificInterest)の設 定 に
関 す るCountrysideAct1968な ど 。 ま た,1895年 に 創 立 され,National
TrustAct1907に よ り,・法 認 さ れ た ナ シ ョ ナ ル ・ トラ ス トの 活 動 は,自 然 保
ぐ　　ヤ
護,歴 史的建物保存,動 植物 の保護等 の分野で,見 逃す ことはで きない。
建築上,ま たは歴史的 に重要性 のある建物 は,都 市 ・農村計画法に より,リ
ス ト・ア ップされ保護 され る。 史的記念物は,AndentMqnulnentsAct1931
やHistoricBuildingsandAncientMonumen正sAct1953に基 づ く,強 制
買収,保 存命令 などに より保護 され る。 農林業等か らの史的記念物 の 保護 に
は,F豊eldMonumentsAct1972があるo
皿1974年 汚 染 規 制 法'
環 境汚染規制立法 の構造 を理解す るために,汚 染規制立法の集大成立法 とな
っている1974年 汚染規制法(ControlofPollutionAct1974,(C.40),以下
ご　コ
本法 とい う。)の 内容を検討することにしたい。
(IDイ ギ リス 自然 保 護 運 動 の最 近 の紹 介 と して,都 留 重 人 編 『前 掲 書(上)』191頁 以 下,、
木 原 啓 吉r日 本 の風 土 に根 ざ した ナ シ 耳ナル ・ トラ ス ト運 動 の模 索 」 『ジ ュ リス ト総 合
特 集 ・公害 総 点 検 と環 境 問題 の行 方 』2乃 頁(1979年)が あ る。
⑫ 本 法 の 紹介 論 文 と して,A.Wharam,"TheControlofPolIutionAct1974",124
ハ乙ム ∫984(1974);J,McLoughlin,"TheControlofPollutionAct1974-1,2",
[1975]10%ηzσJo/PJα π〃ゴπ8Fσ π4Eπz厚70π 〃36%'Lαz〃16,77;C。S.Kerse,``Th
eControlofPollutionAct1974-3",[1975]1∂%アπσJo/P1σ π%勿gσ π4
Eπ 伽o%耀 π'Lσz〃192が あ る。 日本 で の研 究 に ほ,竹 内 保 雄 「イ ギ リス の 現 行法 」
加藤 編r前 掲 書(上)』359頁,お よび本 法 第1編 の翻 訳 であ る,永 井 幹 久 陳 境 汚染 規
制 法(1)～(4)」 『外 国 の立法 』15巻160頁,222頁,276頁(1976年),16巻1号(1977年)
が あ る。
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1本 法の成立経過 と 目的"
本法 の前身は,ig73年 秋に 当時 の保守党政府に よ う貴族院に提 出された環 境
保護 法案(ProtectionIoftheEnviron皿entBil11973)であ ったが,こ れ
は,1974年2月 の議 会解散に よ り廃 案 とな った。 選 挙後,労 働党政府が生 ま
れ,同 政府は,表 題 をControlofPollutionBil1と改め庶民院に提 出 した。
同年7月311ヨ,女 王 の裁可を得て成立 したのが本法であ る。
本法の 目的は,そ の正 式名称 のなかに要約 されてい る。 すなわち,本 法は,
「廃棄物処 理,水 汚染,騒 音,大 気汚染お よび公衆衛生に関 し,な らびに前記
の諸項 目に関連す る諸 目的のた めに,さ らに規定す るため の法律」で ある。み
られる よ うに,本 法 は,汚 染規制立法 の集大成立法 となってい る。 もっと も,
大気汚染お よび公衆衛生 に関 しては,規 制 手続 の相違等か ら部分 的立法に とど
め られ,ほ とんどは従来 の立法 に委ね られ てい る。
2廃 棄物
廃棄物 については,本 法成立 までは,1936年 公衆衛生法'(PublicHealth
Act1936)そ の他 の立法が,規 制立法 と して存在 した。 本法 第1編 「土地上
の廃 棄物 」(WasteonLand)は,新しい シス テムを創設 した。
(1)廃 棄物処理制度
ご　む
廃棄物の収集,処 理 の責任 は,!そ れ ぞれ収集 当局(collectionauthority)
ぐ　
お よび処 理当局(disposalauthority)セ こ置かれ る。 処理 当局 は,「 規制廃棄
ロちラ
物」(controlledwaste)の 処理 のた めの廃棄物処理制度 を確立す る義務が あ
る(s1.以 下数字 は条 文を示す。)。 当局は,調 査を行ない,「 廃 棄物処 理計
画」(wastedisposalPlan)を 作成 する。そ の際,地 域 の アメニテ ィへの影響,
当局の費用を考慮 しなければ な らない(s2(1))。 計 画には,期 間中に当該区域
⑬districtcouncil,Londonborough,ColnmonCouncilQftheCityofLondon,
Sub-TreasureroftheInnerTemple,UnderTreasureroftheMiddleTemple
な どの地 方 行政 機 関が これ にあ た る(s.30)。
⑭ イ ソ グ ラ ン ドで はcountycouncil,ウェ ール ズ ではdistrictcouncil乳お よび
GreaterLondonCouncilなどの地 方 行 政機 関が これ に あ た る(s.30)。
⑮ 家 庭 廃 棄 物(householdwaste),産業 廃 棄 物(industrialwaste),商業 廃 棄 物
(commercialw創ste)がこれ にあ た る(s.30)。
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に置かれるであろ う物,運 び込まれ,ま たは運び出されるであろ う物,当 局が
処理する物,当 局以外の者(例:産 業廃棄物の私的処理)㊧ 処理する物の種類
・量,処 理方法および処理費用などの情報が含 まれなければならない(s・2(2)
(a)to(9))。 当局は,決 定前に計画を公表 し,公 衆に対 して陳述の機会を与え
(s2(3)b),決 定後は,主 務大臣(顔 境大臣)に 計画または修正のコピーを送
付する(s.2(6)(a),(b))。
(2)廃 棄物処理免許
処理当局以外 の老 に よる 処理 は,免 許制度による。処理免許(disposal
licence)の 保持者でない者は,規 制廃棄物を地上に積み置きし,積 み置きせし
め,も しくはそれを黙認すること,お よび規制廃棄物を処理するために処理施
設を使用し,使 用せしめ,も しくは使用を黙認することはできない 値3(1)
<a),(b))。 違反者には,略 式有罪決定で400ポ ソドを超えない罰金,ま たは正
式起訴 の有罪決定で2年 を超えない拘禁 もしくは罰金 または双方 が科される
(s3(2))。 積み置きされた廃棄物 が 有毒,有 害または汚染性 の 種類であっ
くユゆ
て,環 境上 の危 険(environlnentalhazard)を惹 き起す おそ れのある物 の場
合 には,処 罰が加重 される(s.3(3))。
免 許の申請 は,処 理当局 に対 してなされ,都 市 ・農村計画法(Townand
CountryPlanningAct1971およびTownandCountryPlanning(Scot・
land)Act1972)の 下 での計 画許可(PlanningPerlnission)の存在が免許発
行 の条件 となる,⑲5(2))。 免許 の不許可等 につ いては,主 務大 臣への不服 申
立が認め られ,大 臣の決定は処理当局 を拘束す る(s.10(1))。 処理 当局 は,処
理免許のすべての指定項 目の登録簿(register)を 保 管す る義務を負 う(s6
(4)(a))。 公衆は,登 録簿 を閲覧す る ことが でき,相 当な費用 を払 ってそ の コ
ピーを入手で きる(s.6(4)(b),(c))。
(3)廃 棄物 の収集
(㊨ 環境上の危険は,廃 棄物が人体 または動物に対 し死亡,傷 害もしくは健康障害の重大
な危険をもたらすか,水 道施設の汚染があるような方法 ・量で積み置きされた場合に生
ずる(s.4(5))。
ノ
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収集当局は,家 庭廃棄物の収集を原則として無料で行な う義務を負 う ⑲12
(1)(a))。 商業廃棄物については,建 物占有者の要請があれば収集するが,相
当な料金を徴収 しなければならない(s.12(1)(b),(4))。 産業廃棄物について
も同様である(s12(2),(4))。 収集当局は,関 連する処理当局に収集 した廃
棄物を引き渡すことになっている ⑱14)。
(4)廃 棄物の再生利用 ・街路清掃 ・ゴミ収集
ぐユマき
廃棄物の再生利用は,い わゆる 「使い捨て社会」(throwawaysociety)べ
の反省か ら,環 境保護,資 源の再利用の双方の観点から促進されるべきものと
され,本 法にも規定された6処 理当局は,.再生物の購入 ・販売をし,ま た発熱
・発電等に廃棄物を利用することができる。
街路清掃は,・地方の公道当局 と地方当局(s22),ゴ ミの収集は,地 方当局
のそれぞれ責任である 侮24)。
`18〕'
3水 汚 染 一
第2編 「水汚染」(PollutionofWater)ほ,1876年河川(汚 染防止)法
(Rivers(PollutionPrevention)Act1876)や1951年一1961年 河川(汚 染
防止)法(Rivers(EreventionofPollution)Acts1951-1961)を廃止 し,
そ のほ とん どの規 定を承継 し,新 しい規定 を設けた。 これ まで の洵川 の汚染規
制 か ら,内 陸水,海 岸,地 下 水の水汚染防止へ と規制範 囲が格段 に拡張 されて
ロの
い る。本編 は,「 関連水域」(relevantwaters)一 すべ てめ河川,規 制水域 お
よび特定 の地下 水一 に適用 され る。
(1)水 域へ の汚染物質 ・廃 液の投入の規制
有毒 物質,有 害物質 または汚染物質を関連水域 に投入 し,ま たは投入を黙認
す る こと,河 川の適切 な流れ を妨 げる ことになる物質 を河川に投入 し,ま たは
投 入を黙認す る こと,お よび固型廃棄 物を投入 しまた は投入を黙認す る ことは
⑰ 本法案 の趣旨説明を行なった環境大臣A.ク ロスラソド氏(AnthonyCrosiand)
の言葉。875Par1.Deb,,H.C.(5thser,)100(1974).
⑱ 水汚染規制に関する最近の研究として野村好弘 「イギリスにおける公害法 ・水質汚濁
防止法制」『季刊環境研究』18号29頁(1977年)が ある。
⑲3海 里内の海岸水域を指す(s.56)。
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処罰の対象 となる。(s31(1)(a),(b),(c))。 これに対する罰則は,略 式で4ケ
月を超えない拘禁 もしくは400ポ ソドを超えない罰金 または双方が科される。
正式起訴では2年 を超えない拘禁もしくは罰金または双方が科される ⑲31(7)
(a),(b))。 なお,こ の投入 が 廃棄物処理免許,主 務大臣 また は 水管理当局
(waterauthority)の 同意,良 好な農業上の慣行に基づ く時には,抗 弁事由と
なる(&31(2))G
主務大臣は,規 則により有毒物等の管理者にそれが関連水域に投入されない
ような措置をとることの定めができる(s31(4))。 水汚染のおそれがある時に
は,規 則により特定地域での特定P活 動を禁止 ・制限できる(s31(5))。
産業廃液または下水廃液の関連水域,ま たはパイプによる規制水域外の海洋
への排出は,水 管理当局の同意がない限 り禁止される(s32(1))。
(2)排 出の同意
産業廃液お よび下水廃液ρ排出には,水 管理当局の同意を必要とする。同意
申請書セこは,排 出場所,排 出物質の性質 ・構造,排 出時の温度,排 出物質の1
日の最高値などを示さなければならない 値34(1))。 同意の可否を決定する前
に,水 管理当局は,同 意申請書を地域の新聞に公表 し,そ れに対する公衆の陳
述を決定にあたって考慮 しなければならない(s35(1))。 水管理当局は,同 意
を取 り消 し,条 件を変更することができる(s37)。 水管理当局の決定に対し
ては,主 務大臣への不服申立が認められる(ss38,39)。
内陸水への排出についての,こ れ らの規制の遂行に際 して,水 管理当局は,
どのような廃液を受け入れ,ど のような条件を課するかについて極めて広範な
裁量を与え られている。この点は,イ ギ リスの水汚染規制の特徴である。
(3)水 管理当局
水汚染規制 の地方行政機関である水管理当局は,1973年 水法(WaterAct
1973)に より設置された。それまでは河川当局(RiverAuthority)と 称され'
ていた。 イソグラソ ドとウェールズで10の 水管理当局 が 存在する。 メソバー
は,主 務大臣 の 任命する者お よび地方当局 の代表老か ら成る。その機能は,
1936年 公衆衛生法により地方当局に付与されていた下水道事業,給 水,内 陸
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水,地 下水,河 口,一 定の海岸水域の保全と汚染防止である。1973年 水法は,
公共下水道への産業廃液の排出に関する地方当局 の権限 を 水管理当局に付与
ごヨリコ
し,そ れ らの下水道を水管理当局に帰属さぜている。
ご　ユコ
4騒 音
本法の第3編 「騒音」(Noise)は,い わゆ る 「近隣騒音」(neighborhood・
noise)の 規制に関係す る。 本法は,従 来 の制定法上 のニューサ ソス規制立法
(PublicHealthAct1936,NoiseAbatementAct1960,PublicHealth
(RecurringNuisanc?s)Act1969など)を 修正 し・地方当局に建設現場騒音
等の規制権限 を新 しく与 え,「 騒音防止区域」(nois3abate皿entzone)の制
度を設けた。
(1)騒 音 ニューサ ソス規制
本灘,地 方当隊 対 して,・ 。一サンスとなるい。さ・ρ 瀦 醗 財 る
た めに定期的調査を義務づけた(s57)。 騒音規制は略式手続によ り行 なわれ
るが,そ れは次の ようにな る。 ニューサ ソスが存在 し,ま たは発生 ・再生 のお
そ れがあ る場合には,地 方当局は,そ の防止を求め または禁止 ・制限をす る通
知を,ニ ューサ ソスの責任者 またはそ の者が不 明の時は 乳建物 の所有者 ・占有
者 に送達 し,『か っ制 限期間 内に通 知に特定された工 事 ・行為 の 遂行 を 求め る
(s.58(1),(2))。 送達 を受けた者が,通 知に異議 のあ る場合には,21日 以 内
に治安判事裁判所に訴 える ことがで きる(s.58(3))。 この訴 える権利は重要で
あ る。通知を受けた者が,後 に通知 の要件違反を理 由に訴追 され る危険 を回避
しうるか らであ る。 合理的 な理 由な しに通知 に 違 反す ることは,犯 罪 となる
(s58(4))。 ただ し,騒 音が営業 ま1たは事業 の過程で生 じた場合には,騒 音防
止等 のために,「 最善 の実行可能 な手段 」(thebestpracticablemeans)を講
じていた こと,お よび建設工事等に関 しては地方当局 の同意を得ていた ことは
⑳J.F.Garher(ed.),Co窺70ごo/Poμ%蕗oπ君%cydψ α¢4忽,(1977)Division皿,
para[14].
21)最 近 の研究として,来 生新 「イギリスの公害法 ・騒音規制」『季刊環境研究』18号30
頁(1977年)が ある。
⑳ 注㈲の地方行政機関と同じ(s.73)。
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抗弁 となる(s・58(5))。 ここで,「実行可能な」 とは,地 域の条件 ・状態,技
術的知識の現状,財 政上の事項等を考慮 して,合 理的に実行可能なことを意味
し(s・72(2)),「 手段」は,工 場 ・機械のデザイソ,設 備,保 安,稼 働方法,
稼働期間を含むものとされる(s72(3)、 。
前記の通知違反には,本 法第3編 のすべての犯罪と同じく,略 式有罪決定に
より初犯で200ポ ソド,再 犯で400ポ ソドを超えない罰金および犯罪ヵミ継続す る
場合には,1日50ポ ソドの罰金が科 される(s74(1))oF
騒音ニューサ ソスの被害を被った建物の占有者は,治 安判事裁判所に申し立
てることがでぎ,裁 判所は,特 定期間内にニューサ ソスを防止すること,必 要
な措置を講ず ること等を求める命令 を 発することができる(359(1),(2))σ
ここでも,「 最善の実行可能な手段」 が抗弁 となる。命令違反は前記の犯罪を
構成す る、(s.59(4))。裁判所は,'また地方当局に対 し,有 罪とされた老に要求
され◎ ・た措置を講ず ることを指示すうことができる(s59(6))。.
(2),建 設現場の騒音
地方当局は,建 設工事をしている者または しようとしている者に対 して,工
事方法等の要件を充たすことを内容とする通知 を発することができる ⑱60
(2))o通 知 こは,使 用可能 ・使用禁止機械,工 事可能時間,騒 音レベルが指定
される(s60(3))。 通知違反は,前 記の犯罪を構成す る(s60(8))。
工事開始前に,建 築請負業者等に よって事前の同意手続が可能である ⑲61
(1、)。同意申請書には,工 事仕様書,工 事方法,騒 音を最小限にするためのス
テップが含まれる(s.61(3))。 地方当局は,申 請書に満足 した場創 こは,前 記
の通知を発 しないで,申 請に同意を与えなければならない(s61(4))。 同意条
件違反は,前 記の犯罪を構成する(s61(5))。
(3)街 路騒音
一部の例外を除いて,拡 声器(loudsPeaker)の 使用は,午 前9時 から午後
8時 の周については,い かなる目的のためでも,ま た娯楽,商 業,事 業のため
の宣伝を目的とする場合には,い かなる時間帯でも,禁 止される(s62(1))。
(4)騒 音防止区域
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地方当局は,主 務大臣の承認を得て,騒 音防止命令に より騒音防止区域を指
定す る(s63(1))。 騒 音防止区域を指定 した場合には,地 方当局は,区 域内
の建物か ら発生する騒音 レベルを測定 し,「騒音 レベル登録簿」(noiseIevel
regis£er)に 記録 しなければな らない(s64(1),(2))。 登録のコピーは,建 物
の所有者 ・占有者に送付される。それに対しては,主 務大臣に28日以内に不服
申立ができる($64(3))。 主務大臣は,登 録簿に記録 されるべき適切なレベル
に関して地方当局に指示を与えることができる(s.64(4))。
騒音 レベル登録簿は,無 料で公衆の閲覧に供され,公 衆は,そ のコピーを相
当な料金の支払いで入手す ることができる(s64(7))。 騒音 レベル登録簿に記
録された騒音 レベルは,地 方当局の同意な くして,ま たは同意条件に反 して超
え られてはな らない(s65(1))。 違反は,本 編の犯罪を構i成す る(s65(5))。
この場合に,治 安判事裁判所は,必 要な騒音防止工事の遂行を命ずることがで
きる 値65(6))。 さらに,裁 判所は,地 方当局に対 し,有 罪とされた者に要求
されていた措置を講ず ることを指示することができる(s65(7))。 なお,地 方
当局の同意は,騒 音被害者の提起する前述 の 申立の抗弁とはならない(s65
(8))。
地方当局は,騒 音防止命令に従っている建物か らの騒音がその命令の目的に
照 らし受け入れ難いものであ り,騒 音 レベルの減少が合理的費用で達成され,
公衆に便宣となる時には,責 任者に対し,「騒音減少通知」(noisereduction
notice)を 発することができる(s66(1))。 通知には,一 定 レベルまで騒音を
・減ず ること,通 知に特定された手段を講ずること,お よび6ケ 月を超えない目
'標達成期間が 明記されなければならない(s.66(2),(3))。 騒音減少通知は,
騒音 レベル登録簿に記録され(s66(6))1通 知に異議ある者ば,3ケ 月以内に
治安判事裁判所 に訴 えることができる(s66(7))。 通知に理由なく違反する
と,本 編の犯罪を構成する(s66〔8))。 営業または事業の過程での騒音にっい
ては,最 善の実行可能な手段を講じた ことが抗弁 となる(s66(9))。
(5)工 場 ・機械騒音
主務大臣は,規 則に より,す べての工場 ・機械に関して,発 生す る騒音を減
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少させるための装置等の使用を要求できる(s68(1))。 規則は,工 場 ・機械の
製造者,利 用者の代表者への諮問を経て作成される(s68(2))。 また,地 域に
より異なった基準を適用す る(s:68(3))。
ご　ヤ
5大 気汚 染
大気汚染規制 に.関 し て は,本 法第4編 「大気汚染」(Pollutionofthe
Atmosphere)は,従 来 の関係立法 であ る1906年 アル カ リ等工場規制法(AlkaH
etc.WorksRegulationAct1906)や1956年・1968年 大気清浄法(CleanAir
Acts1956and1968)にほとんど修正 を施 さなか った。唖
新 しく,主 務大 臣に 自動車用燃料 の構 成 と内容,お よびエ ソジソ用石 油燃料
の イオ ウ含有 量に関す る娩則を作成す る権 限を与 えた(ss75,76)。 また,地
方 当局 は,大 気汚 染の調査 を し,そ の情報を公開す る権限を与 え られた(s79
(1))。 地方当局は,次 の三 つの方法 に よ り汚染物質の排出の情報を得 る(s.79
(2))。 第一 に,建 物 占有者 に対 して,汚 染物 質の排 出に関ず る情報 を求 める通
知 を発す ること,第 二に,自 ら,排 出物 を測定 し記録す る こと(そ のために
は,建 物 への立入権が 認め られ る),第 三 に,建 物 占有者 との協定で,そ の者
が当局 のために排 出物 を測定 し記録す る ことに よってであ る。・
W若 干 の考 察
極めて不十分ではあるが,'1974年 汚染規制法の素描を終えた。本法を中核と
するイギリス環境汚染規制法に対 しては,様 々な視点か ら検討を加えることが
できるが,こ こでは,二 つの論点に限って考察を試みることにする。一っは,
汚染規制と公衆参加の問題,他 は,「 最善の実行可能な手段」 概念の機能の問
題である。
圏 これまでの大気汚染規制についての研究には,村 井龍彦 「イギリスにおける公害規制
法一 大気汚染防止法について一 」『愛媛法学』3号(1971年),田 村浩一 「大気汚染
の規制」加藤編 『前掲書(上)』343頁,来 生新 「イギリスの公害法 ・大気汚染防止制
度」『季刊環境研究』18号18頁(1977年),松 下和夫 「イギリスの公害法 ・大気汚染規制
制度の現状」『季刊環境研究』18号24頁(1977年)な どがある。
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ぐヱゆ
1汚 染規制と公衆参加
都市計画や環境汚染規制への公衆の参加を疑問とするサー ・デズモソ ド・ヒ
　 コープのような有力な論者も存在するが,「公衆は,環 境の状態 と汚染 の源を知
ご　 コ
る権利,お よび十分に知 らされる権利を有する」と言われているように,汚 染
規制への公衆の参加は,イ ギ リスでも一つの止 どめ難い潮流となっている。公
衆参加の前提は,情 報が公衆に公開され七いることであ為。1974年 汚染規制法
のような包括的な制定法の成立は,環 境汚染問題が社会問題化した1960年 代後
半か ら1970年代前半における公衆の運動の成果であった,と 評価 されている。
そ して,情 報の公開,公 衆の参加の点でも,本 法は,ま た,従 来の立法を一歩
くをの
進めた ものと考え られている。これには,特 に,王 立委員会の勧告が,大 いに
ぐ　コ
世論の先導役とな り,重 要な役割を果した,と 言われている。
さて,本 法の考える公衆参加は,も っぱら情報の公開が中心であり,部 分的
に公 衆に意見の陳述の機会を保障することである。廃棄物に関して言えば,当
局は,廃 棄物処理計画を公表 し,公 衆に陳述の機会を与 える。処理免許の登録、
簿を保管 し,公 衆の閲覧に供さなければならない。水汚染でも排出の同意申請
書は公表され,そ れに対する公衆の陳述が認め られる。同意条件その他の情報
は,登 録簿に記録され,公 衆に公開される。騒音についても,'地方当局には,
騒音防止区域内 の 騒音 レベル等に関する登録簿が保管され,公 衆 に公開され
る。大気汚染でも,地 方当局は,関 連の情報を収集 し,公 表する権限を与えら
れ てい る。
⑳ イギ リス で は,公 衆 参 加(publicparticipation)また セま市 民 参 加(citizenparti・
cipation)の 言 葉 が 使わ れ,住 民 参 加(residents'participation)とい う言 葉 は 使用
され て い な い よ うで あ る。
⑳SirDesmondHeap,TheLanda夏dtheDevelopment,(1975)pp.35-36.
本 書 の 紹介 と して,堀 部政 男 「サ ー ・デ ズ モ ン ド ・ヒ ープr土 地 と開 発』(外 国文 献 紹
介)」 『法 の科 学 』4号377頁(1976年)が あ る。
⑳ 環 境大 臣 ク ロス ラ ン ド氏 の 発言 。875Par1.Deb.,H.C.(5thser.)95(1974).
働 特 に,RoyalCommissiononEnvironmentalPollution,S6coπ4Rのoノむ
71乃7θθ`5s%θ ε`%1π4z偲'ノ づαJPoJJz6彦202z,Cmnd.4894(1972).
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この ように情報が公開されていることは,一 般的に言えば,公 衆が政策決定
の内容を知ることができ,ま たその決定に一定の範囲で意見を反映させること
ができる点で重要である二さらに進んで,私 人が コモソ・ロー上の訴訟を提起
こ　コ
する場合に,開 示された諸事実を利用 しうることも看過できない。また,本 法
では,水 汚染規制に関して,排 出の同意条件等の違反について,1961年 河川
(汚染防止)法 の11条 の廃止により,私 人による訴追がなんらの制約(法 務長
官の同意)な しに可能 となった ことが注 目される。 これは,特 に訴追機関の一
つである水管理当局 自体が,下 水道事業の実施主体となり,主 要な違反者にな
で　
る可能性がでてきたために重要とされている。
ところが,本 法での情報の開示にも重大な制限が存在する。企業秘密に関す
る情報の保護がそれである。例えば,排 出の同意に関して,申 請書等の公表が
企業秘密に害となるか,公 益に反す る時は,申 請者は,主 務大臣に請求して,
'
公表を止める証明書の発行を求めることができる(s42(1)(b)(i),(ii))。 大
気汚染の場合も,地 方当局は,汚 染物質の排出者にその情報を求める通知を発
することができるのであるが,そ の際,通 知が企業秘密に関す る情報の開示を
求める時には,排 出者か ら主務大臣への不服申立が認め られ,大 臣は,そ れに
基づき,地 方当局に通知の撤回 ・修正を命ずることができることになっている
(s81(1),(2))。 結局,こ こでは,公 衆の利益(お よび知る権利)と 企業の
利益のバラソスにおいて,後 者の利益淋究極的には保護されることが,明 文で
保障されている,と 評価することができる。
2「 最善の実行可能な手段」概念の機能
「最善の実行可能な手段」(bestpracticablemeans-b.pm.と 省略する。)
概念は,1906年 アルカリ等工場規制法が大気汚染の規制に採用 して以来,汚 染
規制の有力な手法 として利用されている。すなわち,同 法の第2条 は,指 定工
場か らの有毒 ガス等の排出がなされても,大 気汚染の回避のために,b.p.m.
が講じられていた場合には,犯 罪としない旨,規 定 している。騒音規制に関 し
四 工McLoughliぬ,丁 勿 五σωRθZα 伽8P'oPo1」 漉0π,p.115.
㈹ 工McLoughlin,"TheControlofPollutionAct1974-2,"[1975]ノ『o%グπα10∫
PJα%%わ ¢gα π4E%zノ"oπ 〃3θπ'Lσ ω77,84;Sandbach,oヵ.c擁.,p.653,
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ては,使 われ 方は異な るが,1960年 騒音防止法に規定 され,1974年 法の58条(5)
項や59条(5)項 に再 規定 されたo
この概念は,大 気 汚染に関 して,王 立委員会 の報告書が,や や皮肉を込めて
呼んだ ように,「 アル カリ検査官(AlkaliInspectorate)セ こ満足の行 くb.P.
ご　
mJと 解釈されている。アルカリ検査官に よる訴追が極めて少なく,訴 追され
ても少額の罰金で済 まされているために,こ の言葉に関する上位裁判所 の解釈
くき　コ
は不明とい うことである。実務上は,各 企業の代表者 と協議の うえ,ア ルカリ
検査官 が 作成す る 「最 善 の 実行可能な手段 に関す る覚書」(NoteonBest
PracticableMeans)に 排出基準等が明定され,そ れに基づいて取締がなされ
ている0
1974年 法は,前 述のように(III,4,(1)),騒 音に関して,b.P.皿 を解釈す
る際に考慮すべき事項を明示した。騒音規制では,そ の騒音が営業または事業
の過程で生 じた時には,b.P,m.を 講じていたことが抗弁事由となるもので,
大気汚染の場合の 「覚書」のようなものは作成されていない。その解釈は,裁
判所の判断に委ね られている。
大気汚染と騒音のそれぞれの場合で,具 体的な適用方法 の 点 で 違いはある
が,こ の概念の採用は,、イギ リス汚染規制立法の特徴である,行 政機関への広
範な裁量の付与の一つの体現である。その意味では,規 制に流動性 ・柔軟性を
もた らす ものであるが,同 時に,汚 染の被害者(公 衆一般)の 利益と企業の利
益の比較較量において,後 者の利益を載せた秤皿 のほ うに秤が傾 くことを制度
的に保障 している,と も見ることができる。この点で,b.p.m㊧ 概念は,私
的利益を優先 させ る,と い う資本主義法の性格を,少 なくとも規範レベルでは
表現 している,と 言えよう。実際に,そ の内実が どのようになっているかは,
く　コ
運 用 の 実 態 に 立 ち 入 っ て 検 証 す る 必 要 が あ ろ う。
⑳RoyalCommissiononEnvironmentalPollution,Fゴ/漉、Rθρoπ 一 ∠4〃PoJZπ ・
あ07¢Coπ 彦701'ノ4π1π'687σ'θ4∠4ρ ρ70ασん,para.82Cmnd.6371(1976).
㈱Garner(ed.),oρ.o畝DivisionV,para[3].
(3$王 立委 員 会 は,大 気 汚染 に 関す るb.p,m.の 制 度 を 肯定 的 に 評 価 し,他 の汚 染 規 制
に も拡 張 す る こ とを 勧 告 して い る。RoyalCommissiononEnvirom魚entalPollu・
tion,F冨 ガ乃11～6∫》02"`,pa{a.166.
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V今 後 の課 題一 むす び にかえ て一
1974年 汚染規制法を中心に,イ ギ リス環境法を見てきたが,以 上の検討をふ
まえて,今 後の課題として考えられる諦 点をあげておこう。
第一に,汚 染被害者の民事上の救済の体系であるコモソ・ローの歴史的 ・実
証的研究がなされねばならない。その中心は,い うまで もなく,ニ ューサ ソス
であるが,そ の法手続の歴史的検討は,ト レスパス訴訟には じまるイギリス訴
訟方式の展開の流れのなかに踏み入ることを求めるであろう。また,コ モソ・
ごきの
ロー上の救済方法の歴史的役割や現代における機能を見極める必要 もあろう。
第二に,制 定法に よる汚染規制の体系が汚染の種類ごとに整理されなければ
ならないが,そ の際,規 制主体となる地方行政機関の役割に注目する必要があ
る。この点では,'イ ギ リスのLocalGovern皿entの 研究 が 必要 となる。ま
た・規制行政醐 接的に関わってくる治安手陣裁判所の役割も輔 する必要が
ある。
第三に,.自 然保護(お よび歴史的環境の保存)の 分野では,そ の歴史的展開
と現状カミ社会的 ・思想的背景とともに明らかにされねばならない。ナショナル
ご　 り コ
・ トラス トの活動の分析 が この点の解明に役立つであ ろ う。
第 四に,私 的土地所有権 の行使 と公衆 の 自然への アクセス要 求の衝 突 ・調整
が,自 然保護 の分野では発生す るが,こ こでは,イ ギ リス土地所有制度の歴 史
との関わ りが問題 とな ろ う。具体的立法 と しては,1949年 国立公園お よび農村
地方への ア クセス法 てNat董onalParksandAccesstotheCountrysideAct
1949)の 検討 が課題 となろ うo
最後に,研 究方法 に も関わ るが,日 本の環 境 ・公害 問題 の研 究が確 立 した,
いわゆ る 「現場主義」 また は 「現地主義」 の実践 ヵミ課題 となろ う。環 境 ・公害
問題 の解 明には,と りわけ,現 地 の人 々が どの よ うに問題 を受け とめ,解 決 し
(3のD.N.Pritt,.乙 σz〃,ααε36をSocゴ ε妙(βoo彦Fo%κ 丁加S%ゐs如%oθoノ,乃 θ
Lσ切(1972)pp.14-15は,ニ ューサンス法の資本主義法 としての性格を直蔵に指摘
している。
㈲ ナショナル ・トラス トについては,注 αOの文献参照のこと。
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ようとしてい るかを実態調査をふまえて明らかにする必要があるか らであ署。
㈱ 法律学の分野でイギ リスでの現地調査をふまえての研究には,堀 部政男 「イギリス ・
マンチェスターの大気汚染対策」『公害研究』5巻1号60頁(1975年)が あるのみであ
る。
